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１．はじめに 
昭和40年代から始まった我が国のパーソントリッ

プ調査（以後 PT調査とする）は，これまで各地で延

べ 90回以上実施され，都市交通計画を行う上で重要

な役割を果たしてきた．調査票等の調査手法はほぼ

確立されたものとなっているが，一方で調査項目の

増加や，それに伴う調査対象者への負担，調査費用

の増大等の大きな問題点も存在している．これによ

り，実際に行った行動が記入されず結果的に一人あ

たりのトリップ数が少なくなっている，回収率が低

下して調査実施の手間が大幅に増大している等の問

題が生じていることから，実態調査手法の抜本的見

直しが必要になってきていると考えられる． 

 また，調査費用負担が重く，地方自治体の財政事

情の悪化等から，定期的に PT調査を実施できない都

市圏が増加しており，適切な都市交通計画，施策を

展開するための障害となっていると考えられる． 

このような認識のもと，コストパフォーマンスの

高い実態調査手法を確立するための取組みとして，

茨城県日立市を対象として，平成 13年秋に実験的な

実態調査が実施された． 

本稿は，新たな実態調査体系の考え方を整理した

上で，実験的な実態調査のねらいと内容及び結果を

示すとともに調査について考察することにより，PT

調査の実態調査改善に資する基礎的な知見を得るこ

とを目的としている． 
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２．新たな実態調査体系のねらい 
（１）実態調査の効率的化の視点 
（a）調査費用の縮減 
これまでの PT調査の主要な情報を把握しつつ，実

態調査費用の縮減を図ることが求められており，こ

のため郵送等の新しい調査手法の活用が考えられる． 

マスタープランの策定や交通施策の評価を行うた

めの基本的な情報である交通需要推計モデルと日単

位の OD 表を把握するために，既存の観測交通デー

タや交通事業者の保有するデータ，非集計モデルの

活用等により，従来の PT調査に見られる実査結果の

拡大による現況交通の把握によらない手法の検討も

必要である．  

（b）交通特性の確実な把握 
 正確な交通の総量を把握するためには，できるだ

け記入者の負担を減らした調査が必要である．また，

従来の PT 調査により把握される交通特性を確実に

把握することも重要であり，簡便な大サンプル調査

と詳細な小サンプル調査の組み合わせが考えられる． 

（２）新たな計画ニーズへの対応の視点 
（a）近年の社会的要請に対応した新たな施策の検討 
都市や交通に対する社会的な要請の多様化や，社

会経済情勢の変化に伴い，交通計画の施策が多様化

しており，これまでの PT調査では対応できなかった

新たな計画への対応が求められてきている．これら

の課題に対応するためには，意識調査や詳細な交通

行動把握調査等，PT調査の交通実態調査以外のいわ

ゆる付帯調査の実施が考えられる． 

（b）交通サービス水準の現状と変動の把握 
交通計画策定のための評価にあたっては，アウト

カム的で精度のよい指標が求められており，このた

めに，自動車やバスの走行速度，渋滞発生，バスの

定時性等の交通サービスの現状を，その時間変動も

含めて，把握することが必要である． 



以上のように，新たな実態調査の改善策は多岐に

わたるが，本研究では，このうち以下の 3 つの改善

点への対応を想定して実験的な調査を設計した． 

①調査票の工夫による回答内容の信頼性の向上 

②郵送調査への調査方法変更による調査費用の縮減 

③PHS・GPS を活用した交通サービスデータの把握

と活用 

 

３．実験的な実態調査体系概要 
（１）実験調査の体系 
 実験的実態調査は前節のねらいに対応した 6 つの

調査で構成され，各調査の概要とねらいは下表に示

すとおりである． 

表-1 実験調査の体系と各調査の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
*本稿では上記調査のうち 1～3について分析する 

（２）調査対象地域・期間 
 実験調査は，平成 13年 10月～12月に茨城県日立

市において実施した．同時期に茨城県北臨海都市圏

PT 調査（日立市，常陸太田市，高萩市，北茨城市，

十王町，東海村，以降通常 PTとする）が実施されて

いるため，両者の比較検討が可能である． 

（３）調査票 
 簡略型調査票の調査項目は，表-2 に示すとおりで

ある．アンリンクトトリップや駐車場所，端末交通

手段等を省略し，必要最低限の情報に限定し，個人・

世帯属性も含め A4サイズ片面とした．詳細型の調査

票は，ダイアリー形式とし，世帯票及び自動車票も

併せて配布した（図-1）．なお，調査票は，京阪神都

市圏で平成 12年に実施された調査票をベースに，発

着地を加える等の変更を加えたものである． 

 

 

表-2 従来型調査票の調査項目に対する簡略型調査票

の調査有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 詳細型（ダイアリー形式）の調査票 

 

４．実態調査結果 
 本研究では，調査費用の縮減・交通特性の確実な

把握・近年の社会要請に対応した新たな施策の検討

について検討するため，表-1 の調査のうち簡略郵送

PT，簡略訪問 PT，詳細訪問 PTの結果について分析

する．調査概要は，表-3に示すとおりである．なお.

比較に用いる通常 PT のデータは.日立市のみのデー

タを使用する． 

表-3 調査概要 

 

 

 

 

（１）生成原単位（1人あたりトリップ数） 
 各調査の生成原単位は表-4 に示すとおりである．

通常 PT と比較し簡略訪問 PT では，グロス原単位，

ネット原単位，外出率といずれも高く，調査票の簡

略化によりトリップ記入数の増加が見られる．また，

簡略郵送 PTは簡略訪問 PTの原単位より高く，郵送

調査によるマイナス効果はこの面では見られない． 

一方，詳細訪問 PTについても，通常 PTよりいず

れの値とも高く，調査票をダイアリー形式にするこ

簡略型調査簡略型調査簡略型調査簡略型調査
票での調査票での調査票での調査票での調査
有無有無有無有無

簡略型調査簡略型調査簡略型調査簡略型調査
票での調査票での調査票での調査票での調査
有無有無有無有無

世帯人数 × 場所 ○
現住所 ○ 施設 ×
所有自動車 ○ 時刻 ○
性 ○ 手段 ×
年齢 ○ 所要時間 ×
職業 ○ 乗換地点 ×
産業 × 荷物の有無 ×
通勤・通学先 × 自動車乗車人員 ×
運転免許 ○ 自動車運転者 ×
使用可能自動車 × 駐車場所・料金 ×
目的 ○ 有料道路の利用 ×

場所 ○ 代表交通手段 ○
施設 × 端末交通手段 ×
時刻 ○

出発地

アンリンク
トトリップ

従来型のPT調査に従来型のPT調査に従来型のPT調査に従来型のPT調査に
よる調査項目よる調査項目よる調査項目よる調査項目

従来型のPT調査に従来型のPT調査に従来型のPT調査に従来型のPT調査に
よる調査項目よる調査項目よる調査項目よる調査項目

到着地

移動移動移動移動
　・交通手段
　　（手段が変わる　
　　　たびにすべて）

３ ４ ５ ６ ７

 

市区
町村

自宅で行った自宅で行った自宅で行った自宅で行った
活動活動活動活動

　・活動内容　

午前３時の居場所午前３時の居場所午前３時の居場所午前３時の居場所
はどちらですか？はどちらですか？はどちらですか？はどちらですか？
 １　自宅

 ２　それ以外

自宅外で行った自宅外で行った自宅外で行った自宅外で行った
活動活動活動活動

　・活動内容　

行き先
(町丁目・字名)

乗り換えた場所
（駅・バス停）

午前
３時 ４時 ５時 ６時 ７時

15 30 45 15 30 45 15 30 45 15 30 45

簡略郵送PT簡略郵送PT簡略郵送PT簡略郵送PT 簡略訪問PT簡略訪問PT簡略訪問PT簡略訪問PT 詳細訪問PT詳細訪問PT詳細訪問PT詳細訪問PT 通常PT通常PT通常PT通常PT

調査方法
郵送配布
郵送回収

訪問配布
訪問回収

訪問配布
訪問回収

訪問配布
訪問回収

調査票 簡略型 簡略型
詳細型

（ダイアリー）
従来型

回収数
436世帯
1035人

344世帯
779人

327世帯
820人

2826世帯
7001人

No.No.No.No. 調査名調査名調査名調査名 概要概要概要概要
ねらいとねらいとねらいとねらいと
の関係の関係の関係の関係

1 簡略郵送PT調査
調査コストを削減するために、郵送で調
査を実施する。

①、②

2 簡略訪問PT調査

郵送調査との精度比較を行うために、従
来型の訪問配布訪問回収で実施する。
対象者が記入しやすい簡略的な調査票
とすることで、基礎的な情報（OD交通量）
を正確に把握する。

②

3 詳細訪問PT調査
ダイアリー形式の調査票を用いて、基礎
的な情報を正確に把握する。（訪問配布
訪問回収法）

①

4
PHSによる
PT調査

交通サービスの現状を詳細に把握する
ため、PHSを用いて実態調査調査を実施
する。モニター203人×3日

③

5
路線バスによる
GPS調査

路線バスにGPSを設置し、時刻別の旅行
速度データを収集する。22台×10日

③

6
プローブカーに
よるGPS調査

プローブカーにGPSを設置し、時刻別の
旅行速度データを収集する。延べ14路線 ③



とでトリップ記入数の増加が見られる． 

表-4 1 人あたりトリップ数（トリップ／人） 

 

 

 

 

（２）目的別構成比・原単位 
 簡略郵送 PT・簡略訪問 PT では，私事目的原単位

が通常 PTと比較しほぼ倍となっており，調査票を簡

略型にすることで，通常 PTで記入漏れが多い私事目

的の記入が増えているものと考えられる．私事目的

の原単位が高いことは，帰宅目的の原単位がほぼ同

じである事から，従来把握しきれていなかったノン

ホームベーストリップを多く捉えていることを意味

していると考えられる． 

 詳細訪問 PTの原単位は，私事・帰宅目的でそれぞ

れ通常 PT の 1.4 倍，1.3 倍となっており，ホームベ

ーストリップについて，多く把握している可能性が

考えられる．なお，詳細訪問 PTでは不明の割合が高

いが，これは移動後の活動の目的から移動の目的を 

表-5 目的別原単位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 目的別交通手段分担率 

類推しているために生じている． 

（３）目的別交通手段分担率 
 郵送訪問 PT・簡略訪問 PTでは，通常 PTと比較し

目的別交通手段分担率に大きな違いは見られない． 

一方，詳細訪問 PTでは，私事目的の徒歩分担率が

高く，これらの目的の徒歩手段による移動を，ダイ

アリー形式の調査票にすることによって，多く捉え

ているものとること推測できる（業務・帰宅目的に

ついても同様の傾向が見られた）． 

（４）平均所要時間分布 
簡略郵送 PT・簡略訪問 PTともに通常 PTと大きな

違いは見られず，調査票の簡略化や郵送調査による 

影響はないと考えられる．一方，詳細訪問 PTでは調

査票が 15 分単位で記入されやすい設計であるため，

特異な結果となっていると思われる． 

 

 

 

 

 

 

図-3 平均所要時間分布 

（５）郵送調査の回収率と調査費用の試算 
郵送簡略 PTの回収率は，35％であり，通常 PT調

査が 76％のおよそ半分弱であった．茨城県北臨海都

市圏を対象に上記の回収率を前提に調査費用を試算

したところ，通常の訪問調査に対して，郵送調査の

調査費用はおよそ 7 割であった．また，調査項目毎

の記入率にも問題はなかった． 

 

５．結果のまとめ 
（１）簡略郵送・簡略訪問 PTと通常 PTの比較検討 
（a）簡略型調査について 
【効果】 

・調査票を簡略にすることで，通常 PTで記入漏れが

多い私事目的を把握できる等トリップの記入数が

多くなっている．記入の信頼性が高まっていると

みられる． 

・従来，私事目的の短トリップに記入漏れが多いと

いわれていたが，簡略調査では短トリップの私事

目的だけでなく，中・長距離のトリップやノンホ

ームベースのトリップについて記入が多い． 

簡略郵送簡略郵送簡略郵送簡略郵送
PTPTPTPT

簡略訪問簡略訪問簡略訪問簡略訪問
PTPTPTPT

詳細訪問詳細訪問詳細訪問詳細訪問
PTPTPTPT

通常PT通常PT通常PT通常PT

グロス原単位 3.01 2.87 2.85 2.24

ネット原単位 3.29 3.28 3.20 2.71

外出率（％） 91.5 87.7 89.0 82.5

6.6

5.6

6.3

6.7

12.9

7.4

12.2

10.5

3.1

2.3

3.0

2.0

7.0

57.8

62.1

58.4

61.6

62.2

64.9

64.0

68.3

70.5

60.5

67.9

6.7

5.8

5.7

6.0

8.1

6.9

24.0

22.0

29.1

23.0

13.7

12.6

14.6

11.8

26.2

19.0

30.3

21.3

3.0

3.1

3.5

4.7

5.2

3.0

4.7

4.5

2.7

4.3

3.9

59.1

5.4

4.9

5.7

3.6

4.7

3.1

0 20 40 60 80 100

簡略郵送PT

簡略訪問PT

詳細訪問PT

通常PT

簡略郵送PT

簡略訪問PT

詳細訪問PT

通常PT

簡略郵送PT

簡略訪問PT

詳細訪問PT

通常PT

全
目
的

通
勤

私
事

鉄道 バス 自動車 二輪車 徒歩

(%)

0

5

10

15

20

25

30

5分

以下

6～

10分

11～

15分

16～

20分

21～

30分

31～

45分

46～

60分

61～

90分

90分

以上

簡略郵送PT

簡略訪問PT

詳細訪問PT

通常PT

(%)

簡略郵送簡略郵送簡略郵送簡略郵送
PTPTPTPT

簡略訪問簡略訪問簡略訪問簡略訪問
PTPTPTPT

詳細訪問詳細訪問詳細訪問詳細訪問
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通学 0.15 0.16 0.17 0.15
業務 0.29 0.24 0.13 0.19
私事 1.13 1.10 0.83 0.59
帰宅 1.03 0.99 1.21 0.95
不明 0.00 0.00 0.13 0.00
全目的 3.01 2.87 2.85 2.24



・徒歩手段のトリップ漏れが減少すると考えられて

いたが，交通手段分担率に違いは見られず，調査

票の違いが分担率に影響は与えない結果となって

いる． 

（b）郵送調査について 
【効果】 

・郵送調査の回収率は約 35％であり，記入率も良好

であった． 

・訪問方式と郵送方式では，調査結果に大きな違い

は見られず，郵送方式による大きな問題はないと

考えられる． 

・郵送調査の導入により，効率化を図れる可能性が

あるものと考えられる． 

【課題】 

・ネット原単位は，訪問方式・郵送方式でかわらず，

外出率・グロス原単位が郵送方式で高いことから，

外出なしの人が回答していない可能性があり，非

外出者からの回答を得やすくする工夫が必要であ

る． 

（２）詳細訪問 PTと通常 PTの比較検討 
（a）詳細型調査票（ダイアリー形式）について 
【効果】 

・グロス原単位は，2.85（トリップ／人・日）と高

く，従来言われているように，トリップの記入漏

れが少ないと推測できる．特に，徒歩による私事

目的やホームベーストリップの漏れが少ないこと

が伺える． 

【課題】 

・調査項目に移動の際の目的が存在しないため，移

動後の活動から移動の目的を類推した．そのため，

目的別の原単位が異なっていることも考えられる

ため，調査票については改良の検討が必要である． 

・所要時間分布は特異であり，記入が 15 分単位とな

らないよう調査票の改良が必要と考えられる． 

なお，ここでの検討は，トリップの記入精度向上

の観点からの検討であり，ダイアリー調査本来のデ

ータ活用については検討していない． 

 

６．今後の課題 
 本稿では，実験的な調査に基づいて郵送調査・簡

略調査の有効性について分析を行ったが，この知見

を実用化につなげていくためには，以下のような課

題があるので，引き続き，検討を続けていきたい． 

（１）郵送簡略調査の更なる検証 
 簡略型の調査票を用いた郵送調査によってトリッ

プﾟの記入精度を高め，かつ，調査費用を縮減する可

能性がある．その実施に向けて，①計画に必要な情

報を確保し，かつ，回答者の負担とならない調査項

目の精査，②非外出者からも回答を得られるような

調査票の工夫，③答え易い調査票の設計等を検討し，

予備的な調査によって，その改善効果を検証する必

要がある． 

 また，簡略調査のみではさまざまな情報が不足す

ることから，小サンプルの詳細な実態調査を別途行

うことが必要であり，その内容の検討も必要である． 

（２）新たな実態調査体系の確立に向けて 
（a）実態調査の拡大によらない現況交通データ推計
手法の検討 
一層の調査の効率化を進めるために，既存の観測

交通量データや鉄道・バス事業者の保有データ，道

路交通センサス OD 等と組み合わせた補正等を行う

手法の検証も重要である． 

（b）交通サービス水準データの活用方法の検討 
プローブカーによる旅行速度データ等を用いて，

現況の所要時間の実態と変動に基づく交通サービス

水準を把握し，これを交通計画の評価に用いる方法

の検討が必要である． 

（c）特定の計画課題に対応した調査手法 
 例えば，中心市街地の活性化のための都市交通計

画等の特定の計画課題に対応するために，その課題

に応じたいわゆる付帯調査のあり方を研究する必要

がある．（１）の方法によって縮減された本体調査の

費用を付帯調査等にあてて，より有効な調査成果を

得ることを目指すことが望ましい． 
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